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令和元年度 鳥取大学第２回経営協議会 議事要旨 

 

日 時 令和元年１０月１日（火） １５：３０ ～ １７：２０ 

場 所 鳥取大学事務局棟 第一会議室 

出席者 (学外）江﨑，熊埜御堂，林田，平井，松本，宮﨑，吉岡， 

渡辺の各委員 

(学内) 中島，田村，河田，細井，松田，藪田，の各委員 

陪席者 田中監事，安延副学長，山口副学長，山根地域学部長， 

黒沢医学部長，霜村農学部長 

 

議事要旨の承認 

前回（令和元年６月１７日開催，令和元年度第１回）の議事要旨を承認した。 

 

 前回質問事項への回答 

  前回の経営協議会にて学外委員より質問のあった以下の事項について，資

料１および資料２に基づいて回答があった。 

  ・「医学教育分野別評価」において高い評価を受けた手話教育の具体的内容 

  ・国際ネットワーク強化の具体的な進め方 

 

 

報  告 

１．令和２年度国立大学法人運営費交付金概算要求 

資料３に基づき，令和２年度概算要求について説明があり，前回の経営協議

会で方向性を承認後，正式に概算要求を行ったこと，及び文部科学省から財務

省に提出された概算要求事項及び要求額について報告があった。 

 

２．２０１８(平成３０)事業年度財務諸表の承認 

資料４に基づき，２０１８(平成３０)事業年度財務諸表について，文部科学

大臣の承認を受けた旨の報告があった。 

 

３．令和元年人事院勧告 

資料５に基づき，令和元年人事院勧告について，民間給与との較差を埋める

ため俸給表の水準を引き上げること，ボーナスを引き上げ（0.05月分）民間の

支給状況等を踏まえ勤勉手当に配分すること，住居手当の支給対象となる家賃

額の下限を引き上げ，その原資を用いて手当額の上限を引き上げること，及び

本学に適用した場合の人件費への影響額について説明があった。 
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意見交換 

  資料６に基づき，中島学長より『鳥取大学の今とこれから』と題して，本学

は,「学生が成長を実感し，達成感と満足感を持って卒業，修了し，鳥取大学

で学んで良かったと思うような大学」「学生と教職員を大事にする大学」「社会

や地域から必要とされる大学」の３つの大きな方針を目指していく旨の説明

があり，説明後，各委員との意見交換が行われた。 

 

― 委員からの主な発言 ― 

◇ 学長の方針に対しては自治体や地域を挙げて協力していきたいので，今後

はより具体的な内容を方針へ組み込んでいくこと，また手話教育のような先

端的な内容も必要であり，手話を扱える専門家といった人材が地域にできる

ことは本学の特色にもなるので，こうした社会貢献の姿を具体的に作ってい

くことを希望する旨の発言があった。 

また，地域にとって大学の学生や教員との交流は喜びでもあるので，両者の

接点を作ること，学生にも大学の外に出て地域と交流してもらうことを期待す

るとともに，鳥取県は地域と交わるコミュニケーション環境が都会より揃って

いることを活かせば，学生のメンタル問題の解消や地域のコアという本学の新

たなプロジェクトへの寄与が期待できる旨の発言があった。 

加えて，作物開発・ベンチャービジネス育成といった様々な接点を具体的に

作っていくことが実践的な教育の場になるので，構築に向けた話し合いを進め

ていきたい旨，発言があった。    

国際交流については，留学生の数だけでなく，留学生が鳥取を世界中に発信

する等大学内にいる人々を国際化の資源として活用すること，また外国人労働

者の増加に対しては，大学にいる当事者に当たる人達とつながることが社会の

国際化にも役立つので，そのような観点でも国際交流の拡充を希望する旨発言

があった。 

併せて，専門用語を含んだ手話教育・手話通訳者の設置については，学んだ

学生をコアとしつつ，他の病院への波及も希望する旨の発言があった。 

 

◇ １８歳人口の減少・入試改革が迫る中，大学側も選ばれる必要性があり，本

学が選ばれていくためにも，社会に対して示す「わかりやすいここにしかない

もの」ができれば，より魅力的な大学となる旨の発言があった。 

また，本学への地元入学者数の低さに対しては，まだまだ伸び代があるため，

合格者率を上げる働きかけを希望すること，女性活躍の推進については，教授

職に占める女性教員の割合が全国に先駆けた数値になることを期待したい旨

の発言があった。 
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◇ 高等教育の修学支援新制度が導入されると，在学生で従来の制度による授

業料免除措置が受けられなくなる者が生じる場合の方策について質問があり，

文部科学省としては学部学生については，在学中は引き続き支援できるよう

に現在財務省と予算の交渉をしていること，また仮に免除措置が受けられな

い学生が生じたとしても本学としては何らかの支援を行いたい旨説明があっ

た。 

 

◇ 地方創生の話が始まって５年が経過し，来年度からは県・市町村が予算・計

画等を見直し改めて動き出す第二段階の時期に来ており，このような時期に

地域連携のコアとして各機関と連携できれば鳥取大学としてもチャンスであ

るため，積極的な地域連携の実践を希望する旨の発言があった。 

また，学生に地元企業の魅力があまり知られていないこと，現在のインター

ンシップが企業の雰囲気を感じる程度の形だけのものとなっていることが懸

念されるため，海外のような長期間のインターンシップの実施および産業界へ

の働きかけを鳥取大学から始めていくことを希望したい旨の発言があった。 

 

そ の 他 

◇ 資料７に基づき，最近の地域貢献の取組みについて説明があった。 

◇ 資料８に基づき，次回の経営協議会を１１月１８日（月）に開催予定である

旨説明があった。 

 


